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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、配管の管路図を作成すること
が容易な水道の管網管理システムを提供することにある
。
【解決手段】水道の管網の情報を管理する水道の管網管
理システムは、水道の配管にある給配水設備に取り付け
た音波発生手段と、別の給配水設備に取り付けた音波検
出手段と、それぞれの座標を検出するとともに音波発生
情報と音波検出情報と座標情報を送受信する通信手段と
、音波の強度データを用いて管路の接続関係を診断する
マッピング分析手段と、診断結果と管路図面情報を格納
するマッピングデータベースを有し、管路図面を作成す
る構成とした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水道の配管にある給配水設備に取り付けた音波発生手段と、
　別の給配水設備に取り付けた音波検出手段と、
　それぞれの座標を検出するとともに音波発生情報と音波検出情報と座標情報を送受信す
る通信手段と、
　音波の強度データを用いて管路の接続関係を診断するマッピング分析手段と、
　診断結果と管路図面情報を格納するマッピングデータベースを有し、管路図面を作成す
ることを特徴とする水道の管路管理システム。
【請求項２】
　請求項1において、複数の音波発生手段と複数の音波検出手段を有し、複数の発生地点
からの音波検出の強度を用いて相対的な管路長を算出することを特徴とする水道の管路管
理システム。
【請求項３】
　請求項1において、前記音波発生手段が発生する音波の周波数が１kHzから20kHzである
ことを特徴とする水道の管路管理システム。
【請求項４】
　請求項1において、前記給配水設備へ音波を伝達させる部分が、管路の外部となるよう
構成した音波発生手段を有することを特徴とする水道の管路管理システム。
【請求項５】
　請求項1において、前記音波発生と音波検出の動作を同期させて管路内を伝達する音波
を計測し、音波検出までの時間遅れを算出し、音波の強度と時間遅れを用いて管路の接続
関係を判定することを特徴とする水道の管路管理システム。
【請求項６】
　請求項1において、前記マッピングデータベースの管路、前記管路の接続関係及び給配
水設備の位置を含む仕様を用いて、接続関係が既知の給配水設備と接続関係が不明な給配
水設備にそれぞれ少なくとも1つの音波発生手段を設置することを特徴とする水道の管路
管理システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水道において上水を供給する管網を管理するための管網管理システムに係り
、特に、配管の管路図を作成するための計測およびデータベース化を行う水道の管網管理
システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　水道事業は、河川水や地下水などを原水とし、浄水処理や消毒処理を行った後に、最終
的には配管を経由して上水を需要家に供給している。高度経済成長期等に急速に整備され
た水道施設の老朽化が進行し、大規模な更新ピークを迎えつつあり、水道施設の計画的更
新は全国の水道事業者共通の重要で喫緊の課題となっている。厚生労働省からも、「水道
事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き～中長期的な視点に立っ
た水道施設の更新と資金確保～」など設備・機器のアセットマネジメントに関する手引き
が発行されている。
【０００３】
　水道事業に関わる資産のうち６～７割程度が管路に関連するものと言われている。日本
水道協会規格の「水道事業ガイドラインJWWA Q 100」（平成１７年１月制定）に設けられ
ている業務指標には、管路に係る指標として、「経年化管路率」「給水管の事故割合」「
漏水率」「濁タイル鋳鉄管・鋼管率」などがある。事業体がこれらの指標の改善に取り組
む際、管網の情報として管の材質、口径、敷設位置・深さ、工事時期、事故の発生状況な
どを管理しておくことが重要である。また、省エネや漏水率低減のための一つの対応策と
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して配水コントロールがある。これは、水の需要、配水池の貯水量と管網計算を活用して
ポンプの運転を制御するもので、管路の水圧を適切にコントロールできる。管網計算には
上述した管路の情報が必要となってくる。
【０００４】
　しかし、管路の図面はあっても管網計算で使用できる形で電子化されていなかったり、
一部の途上国などでは管路図面が存在しないという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００１－９９６３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　例えば、特許文献１には、メイン管路から分岐される分岐管を備えた既設管路の測長方
法として、音波を用いる方法が開示されている。これは、メイン管路の一方端に音波式測
長器を配置し、音波式測長器から放射される音波を他方端に反射させ、管路の長さを測定
する方法である。
【０００７】
　しかし、この方法は、既知の管路に音波式測長器を設置して計測するものであり、そも
そも管路図面がない場合は各機器の設置や位置・距離の情報を取得しにくい。
【０００８】
　上記事情を鑑みてなされたものであり、本発明の目的は、配管の管路図を作成すること
が容易な水道の管網管理システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の目的を達成するため、水道の管網の情報を管理するため、水道の配管にある給配
水設備に取り付けた音波発生手段と、別の給配水設備に取り付けた音波検出手段と、それ
ぞれの座標を検出するとともに音波発生情報と音波検出情報と座標情報を送受信する通信
手段と、音波の強度データを用いて管路の接続関係を診断するマッピング分析手段と、診
断結果と管路図面情報を少なくとも格納するマッピングデータベースを有し、管路図面を
作成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、給配水設備に設置した音波発生と音波検出手段により、それらの位置
が得られ、かつ地下に埋設された配管の接続状況が得られるため、掘削することなく容易
に管路図を作成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の第１実施形態に係る管網管理システムのブロック図である。
【図２】本発明の第２実施形態に係る管網管理システムのブロック図である。
【図３】本発明の第３実施形態に係る管網管理システムのブロック図である。
【図４】本発明の第４実施形態に係る管網管理システムのブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、図面を用いて本発明に係る一実施形態を説明する。
【００１３】
　＜第１の実施形態＞
　図1は管網管理システムのブロック図である。このシステムは、管路1aとこれに接続さ
れた管路1bにそれぞれ給配水装置2a、2bがあり、給配水装置2aに音波発生手段3、通信手
段5aが設置されている。また、給配水装置2bに音波検出手段4、通信手段5bが備えられて
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いる。そして、通信手段5a、5bはネットワーク6を介してマッピング手段7と接続される。
マッピング手段7は、マッピングDB8とマッピング解析手段9を備える。
【００１４】
　本実施形態の処理方法を以下に説明する。水道の管路は通常地下に埋設されている。そ
のため、本発明の音波の発生やその検出手段を管そのものに設置して実施することは掘削
など工数がかかる。そのため、本実施形態では、給配水装置2a、2bにそれぞれ音波発生手
段3と音波検出手段4を備え付ける。給配水装置2a、abとしては、外部から容易にアクセス
できるバルブ、流量計、圧力計、消火栓、給水栓、顧客毎に備え付けられた水道メータな
どがある。
【００１５】
　音波発生手段3から発生する音波の周波数は特に限定しないが、構成の容易さや音を伝
搬させることができる距離を考慮し、1Hzから200kHzの範囲が望ましい。水中音響通信の
分野では10kHz～100kHzの周波数帯がよく使われ、10kHzの音波の吸収原水は1E-3dB/m程度
である。10kHzの音源に対して、理想的な条件であれば、1km伝搬する間に1dB減衰する程
度である。
【００１６】
　音波発生手段3は、配管中の水に直接音波を発生するのではなく、給配水装置2aの外側
、すなわち、水とは異なる金属や樹脂などを介して水中に音波を送る構成とする。これは
、水道水に本発明の構成機器が原因となる異物の混入を防ぐためである。
【００１７】
　音波検出手段4は、音波発生手段3の周波数の音波を検出するための機器で、音波発生手
段3と同様に給配水装置2bの外部に接するように設置する。音・振動源から水中への音響
出力と水中音との関係は、下記文献に記載されている。(日本建築学会計画系論文集、第4
89 号、1 － 10、1996 年11 月)。
１次元音場とみなせ、また断面積が同じ管路では、音響出力をW(W)、接続管路の音響特性
インピーダンスをZW(Pa・s/m)、音の強さをI(W/m2)、進行波音圧をP(Pa)、管路内断面積
をA(m2)とすれば、それぞれの関係は(1)、(2)式に示すようになる。
【００１８】
　　　I = W / A = P2 / Zw　　　　　　　　　　　　　　　(1)
　　　P = (IZW)

0.5 = (WZW / A)
0.5 = (Wρc / A)0.5    (2)

【００１９】
　すなわち、進行波音圧Pは音響出力Wと管路の断面積A、接続管路の音響特性インピーダ
ンスZWを用いて(2)式の関係から求められる。ここで、接続管路の音響特性インピーダン
スZWは、実務上は水の等価音響抵抗 （ρ：水の密度、c：水中における音速）を用いるこ
とができる。
【００２０】
　通信手段5a、5bはGPSの機能とネットワーク6を介してマッピング手段7へGPSの座標の情
報と音波の発生、検出の情報を送信する機能を有する。ネットワーク6による通信手段は
特に限定しない。
【００２１】
　次に、本システム運用時の処理を説明する。まず、ユーザは給配水装置2a、2bにそれぞ
れ音波発生手段3、音波検出手段4、通信手段5a、5bを設置する。このとき、通信手段5a5b
はそれぞれGPS機能でその座標を取得し、ネットワーク6を介してマッピング手段7へ送ら
れ、マッピングDB8に格納される。次に、所定の時間、音波検出手段4のみを動作させ、バ
ックグランドでの音波の状態を検出する。バックグランドのノイズ源としては、車両の通
行、工事、工場、ポンプ等の回転機などが考えられる。予めこれらの周波数帯を調べて音
波発生手段3の周波数を選択することもできる。この取得データも同様にマッピング手段7
へ送信する。マッピング解析手段9は、送信されたバックグランドの音波データからフー
リエ変換などの手法を用いて音波発生手段3が発生する音波の周波数帯にどの程度のバッ
クグランドのノイズがあるかを、その音の強度の平均値と所定時間計測した範囲での標準
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偏差として定量化する。
【００２２】
　次に、音波発生手段3から所定の周波数・強度・時間の音波を発生させる。この発生・
停止の情報はマッピング手段7へと送られる。同時に、音波検出手段4での検出を開始し、
検出した音波のデータをマッピング手段7へ送信する。マッピング手段7は、音波検出手段
4からのデータに対し、バックグランドのノイズを差し引き、音波発生手段3による正味の
音の強度を抽出する。強度が所定のレベル以上であれば、管路の接続があるものとして、
マッピングDB8に音波発生手段3と音波検出手段4の座標情報と関連づけて接続関係がある
ことを記録する。所定のレベルとしては、GPSで検出した音波発生手段3と音波件手段4の
位置から最短距離を求め、与えた周波数の音がこの距離を伝搬する間に減衰する程度を考
慮して検出可能な最大の音の強度を算出し、例えばその最大強度の1/10のレベルとするこ
とができる。この発生・受信の処理は望ましくは3回以上実施する。以上の一連の処理が
終了したのちに、ユーザは音波発生手段3と音波検出手段4を別の給配水設備に移動させ、
他の管路の接続関係のデータを収集する。
【００２３】
　本実施形態によれば、給配水設備に設置した音波発生と音波検出手段により。それらの
位置が得られ、かつ地下に埋設された配管の接続状況が得られるため、掘削することなく
容易に管路図を作成することができる。
また、複数の音波発生手段と音波検出手段を用いて管路の接続関係を解析することから、
給配水設備間の相対的な位置が分かるとともに、接続関係にない給配水設備の組み合わせ
を抽出することができる。
【００２４】
　さらに、音波の発生と検出を同期させて音波が伝搬する時間差を検出できるようになる
ため、管路の接続関係の判定がより正確にできる。
【００２５】
　また、時間遅れから経路長を算出することで、得られた管路情報を用いて管網計算を行
う際、水圧や水量の計算精度を向上させることができる。そして、音波発生手段と音波検
出手段の設置する場所を計画し、効率よく管路の接続関係を探索することが可能となる。
【００２６】
　なお、本実施形態では、音波発生手段3からの発生方法に特に言及しなかったが、例え
ば、音波を複数の周波数、強度の異なる複数回の発生、周期的な周波数や強度の変化をも
って出力してもよい。これにより、バックグランドのノイズの影響を低減することができ
る。
【００２７】
　＜第2の実施形態＞
　図2は本発明の別の実施形態の管網管理システムを示すブロック図である。このシステ
ムは、第１の実施形態の構成で示した音波発生手段3a、音波検出手段4b、通信手段5a,5b
に加え、別の音波発生手段3c、音波検出手段4d、通信手段5c,5d、および、ユーザがマッ
ピング手段の情報を閲覧するための携帯端末10を備えている。
【００２８】
　本実施形態の処理方法を以下に説明する。まず、音波発生手段、音波検出手段、通信手
段をそれぞれの給配水設備にユーザが設置した際に、GPSで各設置場所の座標を取得し、
通信手段5でネットワーク6を介してマッピング手段7に送信する。マッピング手段7ではマ
ッピングDB8に座標を記録する。各音波検出手段は、第１の実施形態と同様に設置された
場所でのバックグランドの音を継続し、マッピング手段7へデータを送信する。
【００２９】
　接続関係を検出するため、まず、音波発生手段5aから所定の周波数・強度・時間の音波
を発生する。音波検出手段での音波の検出・データ送信、および、各検出データを使った
接続関係の判断は第１の実施形態と同様である。次に、別の音波発生手段3cから5aと同じ
条件で音波を発生する。音波検出手段での検出結果を同様にマッピング手段7へ送信し、
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マッピング解析手段9は接続関係を判定する。
【００３０】
　複数の音波発生手段3a,3cからの音波を検出した音波検出手段4bが存在する場合、検出
した音の強度に比例させて、発生手段と検出手段との相対的な距離を算出し、マッピング
手段7のマッピングDB8に格納する。図2の例では、音波検出手段4bで音波発生手段3a,3cの
両方の音を検出すると想定できるため、その強度をそれぞれIa,Icとすると、(給配水設備
2a-2b間の経路長)：(給配水設備2b-2c間の経路長)=1/Ia：1/Icとして記録する。
【００３１】
　一方、管路の接続関係がない管路aと管路bに関する情報として、音波検出手段4dの検出
データおよびマッピング解析手段9での解析結果も、給配水設備の情報と関連付けてマッ
ピングDB8に記録する。このとき、GPSの情報を用いて、もし給配水設備2a,adが最短距離
で接続されていたとしたと仮定した場合の音波の強度を算出し、同様にマッピングDB8に
格納する。マッピング手段解析手段9は、解析の結果を携帯端末10へ表示する。
【００３２】
　本実施形態によれば、第１の実施形態の効果に加え、複数の音波発生手段と音波検出手
段を用いて管路の接続関係を解析することから、給配水設備間の相対的な位置が分かると
ともに、接続関係にない給配水設備の組み合わせを抽出することができる。
【００３３】
　＜第3の実施形態＞
　図3に本発明の別の実施形態の管網管理システムを示すブロック図である。このシステ
ムは第２の実施形態の構成に加え、マッピング手段7の中に同期計測制御手段11を備える
。本実施形態では同期計測制御手段11を用い、音波の強度に加えて音波の到達時間を用い
て接続関係を判断する。ユーザが一連の処理をスタートさせた時、同期計測制御手段11は
まず、音波発生手段3aからの発生と音波検出手段4bの計測とを同期させて実施する。そし
て、音波の発生から検出までの時間遅れを、実施日時、発生手段と検出手段の組み合わせ
、各GPSのデータ、発生条件(時間、周波数、強度)をマッピングDB8に別途記録する。音波
発生機手段に対し、全ての音波検出手段でそれぞれ同期させた計測を実施する。計測は、
全ての検出手段を同時でも、個別にそれぞれ同期させて実施してもいい。次に、別の音波
発生手段3cでも同様に音波検出手段を同期させた計測を行い、記録する。
【００３４】
　これらのデータを元に、マッピング解析手段9では接続関係と給配水設備間の距離を算
出する。接続関係は、音波の検出強度と次官遅れのデータを組み合わせて判断する。もっ
とも簡易な判断としては、表1に示す4つの分類とし、結果をマッピングDB8に記録する。
表１に、音波の強度と時間遅れのデータを用いた接続関係の判定方法を示す。
【００３５】
【表１】

【００３６】
　時間遅れの所定値の設定方法としては、給配水設備の座標から求めた直線距離を音波が
伝搬する時間(τ)をそれぞれ基準とし、例えばその2倍(2τ)を所定時間と設定することが
できる。強度が所定値よりも大きいが時間遅れが長い場合、複雑な経路で音波が到達して
いる可能性があり、マッピングの精度を悪化させる可能性がある。また、逆に音波の強度
が不十分だが、時間遅れは所定値以内の場合、管路の状態が通常と異なる可能性がある。
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例えば、腐食により音を吸収する構造が形成されていたり、管路径の変化などが考えられ
る。そのため、周波数や音波発生手段の設置位置が異なる条件で計測を行い、より正確な
接続関係、推定距離、管路状態を取得する必要がある。本実施形態ではこれらに関する定
量的な情報はそれぞれ得られないが、マッピングDB8に定性的な情報として記録する。
【００３７】
　本実施形態によれば、第１の実施形態の効果に加え、音波の発生と検出を同期させて音
波が伝搬する時間差を検出できるようになるため、管路の接続関係の判定がより正確にで
きる。また、時間遅れから経路長を算出することで、得られた管路情報を用いて管網計算
を行う際、水圧や水量の計算精度を向上させることができる。
【００３８】
　＜第4の実施形態＞
　図4に本発明の別の実施形態の管網管理システムを示すブロック図である。このシステ
ムは第３の実施形態の構成に加え、マッピング手段7の中にマッピング計画策定手段21を
備える。本実施形態では、マッピングDB8に格納された給配水設備の位置情報、管路情報
、および、本発明で得た管路の接続情報を用いて、逐次、マッピングを作成するための計
測計画を更新するものである。
【００３９】
　マッピングDB8には既知の管路情報および給配水設備の地理情報および仕様情報を格納
する。この情報と、音波発生手段と音波検出手段によって検出した管路の接続関係を逐次
用いて、次の音波発生手段と音波検出手段の設置場所を計画する。音波発生手段を2つ、
音波検出手段を3つ用いる場合を示す。1つ目の音波発生手段3aはマッピングDB8で地理情
報が正確にわかっている管路に備えられた給配水設備2aに設置する。同時に、音波検出手
段4aも同じ位置に設置する。2つ目の音波発生手段3cは3aの配管1aとの接続関係が確認さ
れていない管路1bに設置された給配水設備2cに設置する。このとき、音波発生手段3aと3c
は少なくとも1つの音波は異なる周波数とする。
【００４０】
　次に音波検出手段4bと4dは管路1aおよび1bとの接続関係が確認されていない地点に設置
する。このとき、音波発生手段3aから音波検出手段4b,4dまでの距離は、発生させる音が
管路内で伝搬可能な最長距離より近い地点、望ましくは最長距離の1/2以下の地点を選択
する。以上の配置を初期条件として、管路の接続関係を調査する。
【００４１】
　結果として、音波発生手段3aと接続していることが分かった音波検出手段の位置は、初
期条件と同じ条件に移動する。ただし、音波が伝搬可能な範囲にこの音波発生の場所との
接続関係が確認できていない場所がない合は、最も遠い末端(給水栓)でない地点に発生箇
所を移動する。一方、音波発生手段3cは初期条件を設定したときと同様に、接続関係が不
明な給配水設備へ移動する。この繰り返しにより、管路の接続関係を確認し管路図を構築
する。
【００４２】
　本実施形態によれば、第１の実施形態の効果に加え、音波発生手段と音波検出手段の設
置する場所を計画し、効率よく管路の接続関係を探索することが可能となる。本実施形態
では音波発生手段と音波検出手段をそれぞれ2,3個としたが、この数を増やしてもよい。
【符号の説明】
【００４３】
1a,1b　　　　　　管路
2a,2b,2c,2d　　給配水装置
3,3a,3c　　　　　　音波発生手段
4,4b,4d　　　　　　音波検出手段
5a,5b,5c,5d　　通信手段
6　　　　　　　　　　ネットワーク
7　　　　　　　　　　マッピング手段
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8　　　　　　　　　　マッピングDB
9　　　　　　　　　　マッピング解析手段
10　　　　　　　　　携帯端末
11　　　　　　　　　同期計測制御手段
21　　　　　　　　　マッピング計画策定手段

【図１】 【図２】
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